
鎌倉都市計画高度地区指定拡大方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

絶対高さの制限値 基本的な考え方 

15ｍ（第１種） ５階建て程度まで許容（階高３ｍ×５階） 

20ｍ（第２種、第３種※２） ６～７階建て程度まで許容（階高３ｍ×６階（７階）） 

31ｍ（第３種※２、第４種） １０階建て程度まで許容（階高３ｍ×１０階） 

 高度地区の指定区域を拡大し、高さの最高限度に応じて４種類の高度地区を指定します。 

・ 第１種： 現行の高度地区指定区域に加え、都市計画審議会諮問基準（以下「諮問基準」という。）により、建

築物の高さが 15ｍを超えるものを諮問対象としていた区域である第二種中高層住居専用地域及び景

観地区を除いた北鎌倉駅周辺の近隣商業地域を新たに指定します。 

・ 第２種： 諮問基準により、建築物の高さが 20ｍを超えるものを諮問対象としていた区域は、建築物の高さの

最高限度を一律 20ｍとします。（第３種、第４種高度地区指定区域を除く）。 

なお、第１種高度地区及び景観地区を除いた近隣商業地域においては、既存建築物の高さの分布状

況や近隣市の指定状況を参考に高さの最高限度を 20ｍとしました。 

・ 第３種： 工業系土地利用の維持・増進を図るべく、工業系建築物のみ建築物の高さの最高限度を 31ｍとし、

その他の建築物は 20ｍとします。 

このことにより都市マスタープランにおいて、工業系地域においては、産業地の強化や高度利用を

誘導することとしていることを踏まえ、今後の工業系建築物の研究機能や業務機能への転換を促進

し、働くまち鎌倉の実現に寄与する先進的な産業施設の育成にも積極的に対応しようとするもので

す。現況の建築物の高さも踏まえて、高さの限度をこれまでの諮問基準 20ｍから 31ｍに設定するこ

とで、工業系土地利用の維持を図るとともに、適切な土地利用への誘導を図ります。 

・ 第４種： 大船駅周辺の商業地域は、高容積率に見合った土地利用をする地域であり、工業専用地域は第３種

と同様の考え方から、建築物の高さの最高限度を 31ｍとすることとしました。 

また、柏尾川以北の工業地域（岡本地区）は、他の工業地域と異なり高さ約 31ｍ～43ｍの共同住宅

が集中して立地しており、病院や工場を含めた中高層建築物のまち並みが既に形成されていることか

ら、これら現況建築物の分布状況を踏まえて、建物用途に関わらず建築物の高さの最高限度を 31ｍと

することとします。 

市内の一部に指定している鎌倉都市計画高度地区について、用途地域ごとに第１種から第４種に分類し、

現在、建築物の高さの最高限度の制限がない区域まで指定拡大するものです。 

◆ 主旨 

現在、本市では現況の土地利用の維持保全を前提とし、住環境の保全や地域の景観と調和したまち並み形

成を進めるため、建築物について、様々な法令により市街化区域内の約８割で高さの制限をしています。 

本市では、風致地区内においては、昭和 45 年から風致地区条例による高さの規制を行うと共に風致地区外

の区域においても、一定の高さを超える建築物の建築を行おうとする際には、都市計画審議会への諮問※１を

行うことで、15ｍを超える高さの建築物の建築を抑えてきました。その後、特に歴史的景観の維持を重視す

る鎌倉駅周辺地区では、平成 20 年３月に景観地区を指定し、同時期には主に斜面地の中高層建築物の立地が

進行していた第一種中高層住居専用地域にも高度地区の指定を行い、法規制による高さの制限に順次移行し

てきました。 

こうした中でも、大船地域を中心とした残りの約２割の区域では、高さ 20ｍ（一部 15ｍ）を超える建築物

の建築等をする際は、都市計画審議会に諮問し、答申を得て、建築物の高さについての行政指導を継続して

きました。 

 

◆ 背景 

◆ 高さ制限の考え方 

◆ 変更点と考え方 

風致地区 

景観地区 

高度地区 

▼絶対高さ 31ｍ 

▼絶対高さ 20ｍ 

▼絶対高さ 15ｍ 

▼絶対高さ 10ｍ 

▼絶対高さ 8ｍ 

用途地域＊ 

※１都市計画審議会への諮問とは・・都市計画審議会諮問基準である高さ 20ｍ（一部 15ｍ）を超える建築計画に対し 
て学識経験者等で構成される都市計画審議会に意見を求めること。建築計画が周 
辺環境に与える影響や、まちづくりへの貢献を総合的に審議し、答申を行う。審 
議の結果、高さを抑える、意匠形態を周辺調和したものとする等の計画変更を行 
政指導する場合がある。 

◆ 指定拡大の必要性 

本市においては、高さ諮問の運用と行政指導により、マンション等の建築物の建設に伴う高さによる周辺

の住環境や景観と調和したまち並みへの配慮がなされ、一定の効果を生み出してきました。しかしながら、

平成 28 年に高さ 20ｍを超える共同住宅が都市計画審議会の答申にそぐわない高さで建築される事案が生ず

るなど、行政指導では対応できない状況が生じています。今後、新たな開発事業等において指導の限界によ

り、住環境等への影響が周辺住民に及ぶ懸念もあり、行政指導の部分について、より実効性が高い法制度に

移行する措置を早急に図る必要があると考えています。近年では他市においても、マンション建設に伴う生

活環境の変化に起因するトラブルの抑止などを目的として、市域のほぼ全域に高度地区を指定しているとこ

ろも少なくありません。 

また、工業系用途地域における工場、商業地域における店舗等、これらの地域において既に周辺に一定の高

さの建築物があり、景観的に調和すると判断される共同住宅などについては、用途地域等も踏まえた高さの

在り方を再検討する必要があると考えています。 

 そこで、周辺の住環境や景観と調和した街並み形成を確実に誘導するとともに、商業や産業の適切な土地

利用への対応を図るため、高度地区の指定区域の拡大を目指すこととしました。 

  

※２・・工業系用途地域内の工業系建築物のみ建築物の高さの最高 

限度を 31ｍとし、その他の建築物は 20ｍとします。 

 

１種 － 

２種 ８ｍ 

３種 10ｍ 

４種 15ｍ 

 

風致地区による 
絶対高さの制限値 

＊は第一種低層住居専用地域に限る 

 

    

風致地区及び 

第一種低層住居専用地域 

  景観地区 
 
  高度地区 

(第一種中高層住居専用地域) 

  市街化調整区域 

◆ 様々な法令による高さ制限（参考） 

図：鎌倉市における高さ制限の現況 

白抜き部分は行政指導により 
対応している地域 

平成 30 年 11 月 27 日 



   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 変更前 変更後 

用途地域 種別 高さの最高限度 基準高さ 種別 高さの最高限度 

第一種中高層住居専用地域 

(風致地区・景観地区を除く) 

高度地区 １５ｍ   

第１種 

高度地区 

１５ｍ 

第二種中高層住居専用地域 

近隣商業地域 
(景観地区を除く北鎌倉駅周辺) 

都市計画審議会

諮問基準 

※３ 

 １５ｍ 

第一種住居地域 

第二種住居地域 

準住居地域 

近隣商業地域 
(第１種高度地区及び景観地区を除く) 

２０ｍ 第２種 

高度地区 

２０ｍ 

準工業地域 

工業地域（柏尾川以南） 

第３種 

高度地区 

３１ｍ 
ただし、工業系建築物
※４以外は２０ｍ 

商業地域 

工業専用地域 

工業地域（柏尾川以北） 

第４種 

高度地区 

３１ｍ 

※３ 都市計画審議会諮問基準は建物高さを制限する基準ではありません。 

※４ 工業系建築物とは、工場、事務所、倉庫等とする。 

至戸塚

至西鎌倉

大船駅

富士見町駅

湘南町屋駅

湘南深沢駅

北鎌倉駅

◆ 高度地区指定拡大方針図 ◆ 変更後における制限の緩和及び適用除外 

 

（１）建築基準法による総合設計制度・一団地認定制度による緩和 

総合設計制度・一団地認定制度を利用した建築物は次のとおり高さの最高限度を緩和します。 

 

 高さの最高限度（ｍ） 

緩和前 緩和後 

第１種高度地区 １５ ２０ 

第２種高度地区 ２０ ３１ 

第３種高度地区 
２０(工業系建築物以外) ３１ 

３１(工業系建築物) ４５ 

第４種高度地区 ３１ ４５ 
 
 
 
 
 

（２）既存不適格建築物の建替えの緩和 

既存不適格建築物の建替えで、周辺の市街地環境の維持に支障ないものとして市長があらかじめ建

築審査会の意見を聴いた上で認めたものについては、基本最高限度※５を当該建築物の高さの範囲

内で緩和することができる。 

※５ 基本最高限度とは・・・高度地区の新旧対照表に掲げる変更後の高さの最高限度 
 
 

（３）地区計画の区域内における建築等の適用除外 

地区計画で建築物の高さの最高限度が定められている区域内の建築物について、建築、大規模の修

繕、大規模の模様替え又は用途変更を行う場合 

 
 

（４）既存不適格建築物の増築の適用除外 

既存不適格建築物について、大規模の修繕、大規模の模様替え若しくは用途変更を行う場合又は基

本最高限度の範囲内における増築を行う場合 

 
 

（５）都市計画審議会の諮問を経て市長が認めたものの適用除外 

建築物の高さの基本最高限度を超える必要性があり、かつ、当該地域の居住環境及び景観を阻害し

ないものとして市長があらかじめ都市計画審議会の意見を聴いた上で認めたもの 

(ア)「建築物の高さの基本最高限度を超える必要性があり」とは次のようなものをいう。 

・ 準工業地域、工業地域及び工業専用地域内の工業系建築物（工場、事務所、倉庫等）のうち、主

に研究開発機能や業務機能の導入・立地を目的とした建築物の建築 

・公益性の高い建築物（学校、病院、公共団体が所有し管理する建築物等）の建築 

 
 

（６）高度利用地区又は特定街区内における建築等の適用除外 

高度利用地区又は特定街区内における建築物の建築、大規模の修繕、大規模の模様替え又は用途変

更を行う場合 

 

◆ 高度地区の新旧対照表 


